
[１]　令和７年度収支状況

（１）一般会計の収支状況

　

※１　教育、福祉、道路・住宅の整備など、市政の基本的な事業に関する会計で、特別会計・企業会
　　　計以外の全ての歳入・歳出。

※２　年度内に終わらなかった事業を翌年度に継続して実施する際に必要となる費用に充てる財源。

※３　国民健康保険や介護保険など、特定の事業を特定の収入をもって実施する会計。

※４　民間企業と同じように料金収入などによって運営する会計。
　　　水道事業、下水道事業及び病院事業が該当。

一般会計(※1)は、収入（歳入）の総額が約178億6,500万円、支出（歳出）の総額が約177億

4,700万円で、その差引の「形式収支」は約１億1,800万円の黒字となりました。ただし、この

中には、繰越財源(※2)約4,500万円が含まれており、形式収支からこれを差し引いた「実質収

支」では約7,300万円の黒字となりました。

また、本年度の実質収支から前年度の実質収支を差し引いた「単年度収支」は約600万円の

黒字となっています。

収入額

支出額

特別会計(※3)は、収入（歳入）合計が約52億2,800万円、支出（歳出）合計が約51億9,800

万円で、差引約3,000万円の黒字となりました。

また、企業会計(※4)は、収益的収支では、収入が約52億300万円、支出が約53億6,500万

円、資本的収支では、収入が約8億7,400万円、支出が約14億9,300万円でした。

１７８億６，５００万円

１７７億４，７００万円

翌年度繰越財源 実質収支

４，５００万円 ７，３００万円
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[２]　収入及び支出の概況

(1)　一般会計

①　予算総額

②　科目別歳入歳出内訳

18,789,275千円

（単位：千円・％）

区　　分 予　算　額 収入・支出額 執行率

市 税 2,397,614 2,430,729 101.4

地 方 交 付 税 8,621,205 8,731,035 101.3

国 庫 支 出 金 1,773,464 1,510,729 85.2

道 支 出 金 1,457,101 1,431,524 98.2

諸 収 入 688,296 681,071 99.0

市 債 1,183,800 979,600 82.8

そ の 他 2,667,795 2,099,931 78.7

合 計 18,789,275 17,864,619 95.1

議 会 費 94,631 93,593 98.9

総 務 費 1,754,643 1,394,399 79.5

民 生 費 3,807,896 3,621,323 95.1

衛 生 費 1,950,617 1,897,901 97.3

労 働 費 32,425 31,123 96.0

農 林 水 産 業 費 1,308,145 1,246,852 95.3

商 工 費 437,474 422,456 96.6

土 木 費 2,049,719 1,886,929 92.1

消 防 費 625,082 594,693 95.1

教 育 費 1,766,356 1,628,935 92.2

4,939 23.7

公 債 費 2,657,944 2,655,776 99.9

合 計 18,789,275 17,746,865 94.5

歳
　
　
入

歳
　
　
出

職 員 費 2,274,485 2,267,946 99.7

予 備 費 9,058 0 0.0

災 害 復 旧 費 20,800
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(2)　特別会計

①　予算総額

②　会計別歳入歳出内訳

5,295,894千円

（単位：千円・％）

区　　分 予　算　額 収入・支出額 執行率

2,080,691 98.0

歳 出 2,122,337 2,074,507 97.7

438,793 97.7

歳 出 449,103 438,313 97.6

2,708,726 99.4

歳 出 2,724,454 2,685,539 98.6

5,228,210 98.7

歳 出 5,295,894 5,198,359 98.2

国 民 健 康 保 険 事 業

後 期 高 齢 者 医 療

介 護 保 険 事 業

合 計

歳 入 2,724,454

歳 入 449,103

歳 入 2,122,337

歳 入 5,295,894
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[３]　住民負担の状況

①　市税予算総額

②　市税収入における負担状況

※　人口　　　15,891人（令和8(2026)年3月31日）

[４]　財産、市債及び一時借入金の状況（令和8(2026)年3月31日現在）

①　財産

2,397,614千円

区 分 収入済額 市民１人当たり

市 民 税 1,122,262,373円 70,623円

固 定 資 産 税 988,972,781円 62,235円

軽 自 動 車 税 60,784,800円 3,825円

市 た ば こ 税 165,013,942円 10,384円

鉱 産 税 412,600円 26円

都 市 計 画 税 92,642,550円 5,830円

入 湯 税 640,350円 40円

合 計 2,430,729,396円 152,963円

区　　　分 現　在　高

有 価 証 券 74,430,000円

出 資 に よ る 権 利 48,466,000円

物　　品 重 要 物 品 889台

公有財産

土 地 面積　　　36,842,346.20㎡

建 物 面積　　　 　281,377.80㎡

山 林 立木推定蓄積量　645,379㎥

債　　権 貸 付 金 234,596,000円

財 政 調 整 基 金 1,720,814,518円

基　　金
減 債 基 金 219,305,934円

そ の 他 特 定 目 的 基 金 1,110,877,870円

基 金 合 計 3,050,998,322円

4



②　市債

③　一時借入金

区　　分 現　在　高

20,589,222千円

(市民１人当たり）

合　　　　計 0千円

一 般 会 計

公営住宅建設事業、

学校教育施設整備

及びその他の事業

区　　分 現　在　高

一　般　会　計 0千円

特　別　会　計 0千円

1,295,653円

特 別 会 計 0千円

合　　　　計 20,589,222千円
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[５]　公営事業の概況

※収益的収支 サービス提供により発生した料金収入を主体とする収益と費用や損失など
※資本的収支 建設改良費や借入金の返済金（元金）などとその財源となる収入

※１　資本的収入が資本的支出に不足する場合、この不足する財源に充てる内部資金で、
　　　費用として計上されながら実際の支出を伴わない減価償却費など。

会　　計 現　在　高
水 道 事 業 4,163,935千円
下 水 道 事 業 4,221,991千円
病 院 事 業 1,557,677千円

合 計 9,943,603千円

民間企業の会計手法を取り入れ、サービスなどに対する料金収入により独立採算で運営する会計

を「企業会計」といい、士別市では水道事業、下水道事業、病院事業の３つがあります。

企業会計は、基本的には独立採算で運営されるものですが、病院事業の救急医療など事業の性格

上採算性の確保が困難なものについては、事業の収益性や収支の状況から、市税などを財源とする

一般会計からの繰入を行っています。

水道事業は、収益的収支における事業収益は7億6,300万円（税抜き7億2,200万円）、事業費用は

5億8,300万円（税抜き5億6,200万円）となりました。また資本的収支では2億3,200万円の資金不足

となりましたが、損益勘定留保資金等（※１）により補てん措置しています。

下水道事業は、収益的収支における事業収益は9億5,700万円（税抜き9億3,600万円）、事業費用

は9億5,000万円（税抜き9億2,000万円）となりました。また資本的収支では2億7,800万円の資金不

足となりましたが、損益勘定留保資金等（※１）により補てん措置しています。

病院事業は、収益的収支における事業収益は34億8,400万円（税抜き34億7,200万円）、事業費用

は38億3,200万円（税抜き37億2,500万円）となりましたが病院事業債（経営改善推進事業）を4億

1,200万円借り入れて運営資金に充てています。また資本的収支では1億900万円の資金不足となり

ましたが、損益勘定留保資金等（※１）により補てん措置しています。
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[６]　健全化判断比率及び資金不足比率

健全化判断比率 ７年度 ６年度 早期健全化基準 財政再生基準

実質赤字比率 － － 13.24% 20.00%

連結実質赤字比率 － － 13.24% 30.00%

実質公債費比率 12.8% 13.9% 25.00% 35.00%

将来負担比率 85.9% 92.6% 350.00% なし

資金不足比率 ７年度 ６年度 経営健全化基準

水道事業会計 － － 20.00%

下水道事業会計 － － 20.00%

病院事業会計 － － 20.00%

　地方公共団体の財政を適正に運営することを目的とし、平成19年６月に「地方公共団体の財
政の健全化に関する法律」（財政健全化法）が公布されました。

　これにより、４つの健全化判断比率が示され、全ての地方公共団体において、平成19年度決
算から財政健全化に関する指標の公表が義務づけられました。健全化判断比率のうちいずれか
の比率が基準を上回ると「早期健全化団体」、さらに悪化している場合は「財政再生団体」に
指定され、財政健全化計画及び再生計画の義務づけ等の措置を受けることとなります。

　また、公営企業においては、資金不足比率が基準を上回ると経営健全化計画の定めが義務づ
けられており、自主的かつ計画的に経営の健全化を図らなければなりません。

○公表する判断比率
 (1)実質赤字比率
   普通会計の実質赤字が標準財政規模に占める割合

 (2)連結実質赤字比率
   企業会計を含む全会計の実質赤字が標準財政規模に占める割合

 (3)実質公債費比率
   一般会計等が負担する公債費が標準財政規模に占める割合

 (4)将来負担比率
   一般会計等が将来負担すべき債務が標準財政規模に占める割合

 (5)資金不足比率
　　公営企業等の資金不足が事業規模に占める割合
  

○資金不足比率

 ・資金不足比率が全会計ないため「 - 」で表示しています。

○士別市の比率

 ・実質赤字比率及び連結実質赤字比率は、実質赤字がないため「 - 」で表示しています。

  ●７年度標準財政規模　　　10,589,975千円
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[７]　目的税の使途状況

①　都市計画税

（単位：千円）

事業名称

うち都市計画税

街路公園維持管理事業

　都市計画に基づく街路
・公園の草刈りや清掃な
ど維持管理を行った。

下水道事業会計補助金
（公共下水道事業分）

　下水道事業会計に対し
て補助を行った。

公債費（都市計画事業分）

　都市計画事業における
借入金（市債）に対する
償還を行った。

②　入湯税

（単位：千円）

事業名称

うち入湯税

羊と雲の丘観光施設管理運営事業

　指定管理者制度を活用
し、羊と雲の丘観光施設
の管理運営を委任した。

観光誘致宣伝活動推進事業

　着地型広域観光の推進
や、広域連携による情報
発信等を実施し、交流人
口の誘致拡大を図った。

観光イベント推進事業

　観光イベントを主催す
る団体に対して補助を行
い、地域の活性化を推進
した。

財 源 内 訳

財 源 内 訳

　都市計画税は、地方税法第702条第１項の規定により、都市計画法に基づいて行う都市計画
事業に要する費用に充てるため、課税することができるとされています。
　本市においては、地方税法に基づく士別市税条例の規定により、都市計画区域に所在する土
地及び家屋に対して、税率0.3％で課税しています。

決算額

事業内容 国道支出金 地方債 その他 一般財源

62,769 2,372

484,452 92,643341,573

82,482

　入湯税は、地方税法第701条の規定により、環境衛生施設、鉱泉源の保護管理施設、消防施
設その他消防活動に必要な施設の整備、観光の振興に要する費用に充てるため、課税すること
ができるとされています。
　本市においては、地方税法に基づく士別市税条例の規定により、鉱泉浴場における入湯に対
し一人一日150円を課税しています。

決算額

事業内容 国道支出金 地方債 その他 一般財源

6401,450

6,198

28,040

35,688
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[８]　地方消費税交付金（社会保障財源分）の使途状況

（単位：千円）

事業内容
うち地方消
費税交付金

心身障がい者ハイヤー料金等助成事業

　障がい者等の社会参加の促進と福祉の増進
を図るため、ハイヤー運賃等を助成した。

社会福祉団体運営補助事業

　社会福祉団体の活動を支援し、会員相互の
福祉の増進を図った。

福祉の店障がい者就業補助事業

　障がい者の社会参加を促進するため、福祉
の店シュペツ運営委員会に、就業費の一部を
助成した。

障がい者在宅サービス事業

　障がい者の安心した暮らしを支えるため、
日常生活に必要なサービスを提供した。

ひとり親家庭等交通費支援事業

　ひとり親家庭等の児童が、士別市立病院小
児科の診療時間外に名寄市立総合病院を受診
する際のハイヤー料を助成した。

成人保健事業

　生活習慣病予防の普及啓発、さらには早期
発見、早期治療を図るため、各種検診等を実
施した。

不妊・不育症治療費等助成事業

　希望しても妊娠・出産が難しい方に、経済
的負担の軽減を図るため、その治療費用の一
部を助成した。

介護保険事業特別会計繰出金

国民健康保険事業特別会計繰出金

後期高齢者医療特別会計繰出金

財 源 内 訳

　消費税10％のうち2.2％は地方消費税分となっており、地方消費税交付金の一般財源分及び社会保障財
源分として地方公共団体に交付されます。地方消費税交付金の社会保障財源分は、地方税法第72条の116
第２項の規定により、主として年金、医療及び介護の社会保障並びに少子化に対応するための経費に充て
るものとされています。

事業名称

決 算 額
国道支出金 地方債 その他 一般財源

2,922

241

950

246 6

16

959 99 717

506,972 288,785

156,087 82,057

151,287 83,832 4,058

923 149

384,265 20,006
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[９]　基金の状況

①令和７年度　基金の状況
（単位：千円）

歳計剰余金積立額40,000千円財政調整基金 1,675,477 200,000 45,337 1,520,814
減債基金 192,993 43,000 26,313 176,306

公共施設整備基金 15,309 0 105 15,414
地域振興基金 84,374 1,578 10,028 92,824

合併特例振興基金 284,883 0 607 285,490
ふるさと創生基金 105,809 6,590 329 99,548

士別市立病院医療体制整備基金 6,348 0 20 6,368
中小企業勤労者福祉基金 48,644 3,903 152 44,893

文化振興基金 2,516 1,000 8 1,524
奨学基金 36,179 0 2,862 39,041
山崎賞基金 654 0 2 656

スポーツ振興基金 9,760 0 30 9,790
水と土保全基金 21,344 0 67 21,411
地域福祉基金 100,662 18,379 815 83,098

80,126
企業版ふるさと納税基金 1,500 1,500 2,008 2,008

私の士別・あなたのふるさと応援基金 148,135 37,653 121,268 231,750
川内村復興応援かえる基金 634 96 2 540

基       金      名
R7.5.31
現在高

繰入額 積立額
R8.5.31
現在高

目的基金  小計 932,850 96,397 178,028

備考

そ

の

他

特

定

目

的

基

金
1,014,481

基  金  合  計 2,801,320 339,397 249,678 2,711,601

森林整備基金 66,099 25,698 39,725

１カ月の収入 １カ月の支出

給料 どんなことに？（性質別）

基本給

（市税、使用料手数料などの自主財源）

諸手当

（地方交付税、譲与税交付金など）

（国・道支出金）

銀行からの借入（市債） 貯金、予備費

貯金の取崩し（繰入金） 家族への仕送り

合計 合計

何のために？（目的別）

家族全員に関すること（総務費）

子どもや親に関すること（民生費）

健康用品やごみ袋（衛生費）

家庭菜園（農林水産業費）

商店街の手伝い（商工費）

資産等の状況 家の修繕、庭の管理（土木費）

災害の備え（消防費）

預貯金（基金） 学費（教育費）

借入金の残高（市債残高） 銀行ローンの返済（公債費）

その他

合計

66,304円 食費（人件費） 54,046円
医療費（扶助費） 30,354円

162,137円 銀行ローンの返済（公債費） 44,823円
光熱水費、日用品の購入（物件費） 41,883円

49,409円 友人への援助、町内会の負担金（補助費等） 69,695円
36,371円

27,654円
8,008円

16,450円 3,628円
5,700円 19,200円

300,000円 300,000円

3,117円
300,000円

【参考】士別市の決算を家計簿に例えると

　市の歳入・歳出は家計における収入・支出とは異なりますが、一般会計の収入を月給30万円に
換算した場合の家計簿を作成しました。

医療費や家の改修などに対する

助成金 家のリフォーム、家具の購入（普通建設

事業費など）

32,278円
9,953円

550,056円 34,337円
4,176,580円 44,823円

29,963円
73,454円
36,413円
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